
  

 

 

 

平成１８年３月期  個別財務諸表の概要         平成 18 年 5 月 15 日 
 
上場会社名 西部電機株式会社       上場取引所(所属部) 大証（市場第二部）・福証 
コード番号 6144               本社所在都道府県  福岡県 
（URL http://www.seibudenki.co.jp） 
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 吉住一成       
問合せ責任者 役職名 管 理 部 長 氏名 藤岡敬正 ＴＥＬ (092)943－7071 
決算取締役会開催日 平成 18 年 5 月 15 日      中間配当制度の有無   有 
定時株主総会開催日 平成 18年 6月 29 日     単元株制度採用の有無  有(1 単元 1,000 株) 
配当支払開始予定日 平成 18 年 6 月 30 日 
 
1．18 年 3 月期の業績(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 
(1) 経営成績                               (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

    
売 上 高 

       
    

 営 業 利 益   
     

     
 経 常 利 益 

 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円  ％ 
   14,365       7.1   
   13,412       1.8   

百万円  ％ 
  900      59.2  

         565      11.1 

百万円  ％ 
          927     58.8   

    583     13.2   
    

当 期 純 利 益 
   

 
１株当たり 

 
当期純利益 

 
潜在株式調整後         

 
1 株当たり当期純利益 

 
株 主 資 本      

 
当期純利益率 

 
総 資 本 
 

経常利益率 

 
売 上 高 

 
経常利益率 

 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円  ％ 
     419  28.6    
     326  22.0    

円 銭 
29.00 
 22.57 

円 銭 
  28.33 
  22.25 

％ 
     3.8 
     3.2 

％ 
  4.1 
  2.6 

％ 
6.5 
4.4 

（注）1.期中平均株式数 18 年 3 月期 13,843,592 株  17 年 3 月期 13,784,298 株 
2.会計処理の方法の変更    有 
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前年増減率 
 

(2)配当状況 
1 株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

円 銭 
9. 00 
5. 75 

円 銭 
 3. 75 
 2. 00 

円 銭 
  5. 25 
  3. 75 

百万円 
   125 
79 

％ 
 31.0 
 25.5 

％ 
   1.1 
    0.8 

 
(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円 
22,955 
21,933 

百万円 
11,683 
10,422 

％ 
50.9 
47.5 

円  銭 
       836. 01 
       754. 27 

（注）①期末発行済株式数 18 年 3 月期 13,953,980 株  17 年 3 月期 13,798,124 株 
   ②期末自己株式数  18 年 3 月期  1,206,020 株   17 年 3 月期  1,361,876 株 
 

２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
  6,950 
 15,500 

百万円 
300 
1,150 

百万円 
     150  
     620 

円  銭 
    4. 50 
   － 

円  銭 
     －  
     4. 50  

円  銭 
    －  
     9. 00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)      44 円 79 銭 
※上記の業績見通しは、当社が現時点で合理的と判断した一定の前提に基づいたものであり、
実際の業績は見通しと異なることがあり得ます。 


